
福島を忘れない 市民と野党の共同で原発ゼロへ！ 

３・９全国集会アピール 
東京電力福島第一原発事故から 8 年が経とうとしていますが、事故の

原因も究明されず、福島第一原発の廃炉行程も明確にできず、事故はい

まだ収束していません。  

 にもかかわらず、安倍政権と東京電力は原発事故被害者の賠償打ち切

りや、放射能汚染水トリチウムの海洋放出、除染土を公共事業等で再利

用する問題、リアルタイム線量計の撤去問題など、福島切り捨て政治を

行い、原発事故などなかったかのように原発再稼働をすすめています。  

 いっぽう原発ゼロの声は「原発ゼロ基本法案」の国会提出へと結実

し、法案制定に向けた機運が高まりつつあります。  

 原発ゼロ基本法案提出賛成会派・議員による「原発ゼロ基本法案」の

国会審議を求める集会が国会内で開催され、全国各地で、原発ゼロ基本

法の制定をめざす集会・シンポジウムのとりくみがはじまっています。  

 さらに安倍政権の「成長戦略」の柱に位置づけられ推進してきた原発

輸出は、台湾、ベトナム、リトアニア、インドに続き、イギリスで原発

事業をめざしてきた日立製作所が原発事業を凍結し、三菱重工のトルコ

原発輸出も撤退の方向とされています。  

 経団連の中西宏明会長は年頭の記者会見で、今後の原発政策について

「国民が反対するものをエネルギー業者やベンダー（提供企業）が無理

やりつくるということは、民主国家ではない」と発言し、国民の意見を

踏まえたエネルギー政策を再構築する必要性を示しました。  

 安倍政権の原発推進政策はことごとく失敗し、行き詰まりはいよいよ

明白です。  

 私たちの願いは原発のない社会の実現です。  

 いのちと健康、豊かな国土を守るために、政府に「原発即時ゼロ」の

決断を迫ることは緊急の国民的課題です。  

 とりわけ、今年行われる統一地方選挙、参議院選挙の争点に、原発ゼ

ロを押し上げるためにも、全国各地で大きく運動を広げることを呼びか

けます。  

 被災地福島とともに、福島の真の復興と原発ゼロ基本法の制定をめざ

し、原発ゼロの未   来をつくりあげていきましょう。  

 いのちと原発は共存できません。なによりいのちが大切にされる、憲

法が生きる政治に変えていきましょう。  

 被害者に寄り添い、いのちと人権を守るために、私たちは最後まで

「原発ゼロの未来」と「国と東京電力に責任を果たすこと」を求め続け

ます。                 2019 年 3 月 9 日  


